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Abstract 
Nowadays, the Japanese nursing care industry is facing the problem of labor shortage, and the 

Ministry of Health, Labor and Welfare (MHLW) has announced that additional 550,000 care workers need 
to be secured by 2025 in Japan. However, both the recruitment and turnover rates of caregivers are on a 
downward trend but are slightly higher than the average of all industries. It has been noted that the 
quality of nursing care services can be causally influenced by job satisfaction of care workers (based on 
staff self-assessment). Besides, a great work-life balance is believed to be effective for improving job 
satisfaction and decreasing intention to leave，and thus by clarifying the factors related with job 
satisfaction and life satisfaction for nursing care workers, it is possible to find the countermeasures to 
reduce the high turnover rate across the industry. A periodical investigation of the job satisfaction and the 
intention to leave is necessary to improve the nursing care industry. Therefore, the present study used a 
job satisfaction questionnaire (32 items) to investigate and analyze the job satisfaction of care workers in 
nursing care facilities, which is derived from the Motivation of Status Quo (MSQ) and Herzberg’s two 
factor theory. In order to reduce the information contained in the survey data to a low-dimensional space, 
the principal component analysis was used to obtain seven principal components. After that, the impact 
of each principal component on the intention to continue working was analyzed using covariance structure 
analysis. According to the results, participants, the factor of "satisfaction with work" has a strong influence 
on job satisfaction of the respondents, and there is a strong relationship from job satisfaction to the 
willingness to continue working. 
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１．はじめに

近年の日本の総人口は、令和 3 年度のデータによ

ると、前年に比べ 51 万人減少している一方、65 歳以

上の高齢者人口は、男性が 1583 万人、女性が 2057 万

人の計 3640 万人と前年(3618 万人)に比べ 22 万人増

加し、過去最多となった(1）。また、厚生労働省の資料

によると、介護職員の需要は 2025 年度に約 253 万人

と推測され、2016 年度の実績が約 190 万人であるた

め、2025 年度には約 55 万人の介護人材がさらに必要

であり、年間にすると約 6 万人の介護人材の確保が

必要である(2）。さらに、令和 2 年度の介護労働実態調

査(3）によると、介護事業所における人材の不足感は、

年々上昇傾向にあったが、事業所全体での不足感(「大

いに不足」+「不足」+「やや不足」) は全体で 60.8%
と前年度に続き改善傾向を示している。職種別で見

ると、訪問介護員の不足感が 80.1%で最も高く、次い

で介護職員の 66.2%であった。また、不足している理

由としては、「採用が困難である」が 86.6%あり、そ

の原因としては「他産業に比べて、労働条件が良くな

い」が 53.7%、「同業他社との人材獲得競争が激しい」

が 53.1%と高くなっている。 
一方、介護職の離職や職務満足などの関連研究は

2000 年代から多く行われている。介護職の特性とし

て、「対人サービスであるためにストレスを生じやす

いこと」、「利用者とのかかわりが長期化しやすいこ

と」、「ケアワークの実践のために相互信頼に基づく

コミュニケーション、共感、多様な視点が必要である

こと」などがあり、それらを踏まえで職員の満足を高

め、離職防止や人材確保への策を論じる必要がある
(4）。介護サービスの質は職務満足（職員の自己評価に

よる）から影響を及ぼすという因果関係があると指

摘されている(5）。また、小木曽ら（2010）は介護職の

転職と「職業に対する誇り」、離職と「職場における

管理」に関係があることを明らかにした。Herzberg の

満足要因である仕事の内容の専門特化を体系化する

ことより、転職をできるだけなくするためにも、それ

ぞれの専門職としての職務に対する誇りをさらに持

てるようにケアの充実を図ることが重要であること

が指摘された(6）。さらに、介護職員のワーク・ライフ・

バランスは、職務満足度を高め、離職意向の軽減にも

影響を与えていることが示唆され、介護職員が介護

業務を継続する要因となり得る職務満足感と個別の

生活満足感の構成要素を明らかにし、職務満足感・生

活満足感それぞれの因子を明らかにしたことで、介

護職員の職場退職意向の要因と対策を検討すること

が可能なのではないかと考えられる(7,8,9）。 

そこで、介護職従事者の離職や転職などを含めて

職務満足要因を定期的に調査・分析する必要である

と考える。また、介護職の職務満足に関する研究は他

に多数行われているが(10,11,12）、MSQ (Motivation of 

Status Quo)およびHerzberg 二要因理論に基づく調査・

分析している論文は少ない。本研究では、MSQ 
(Motivation of Status Quo)とHerzberg の二要因理論（動

機付け要因、衛生要因）に基づいて作られた職務満足

調査票を用いて介護施設の介護従事者の職務満足度

を調査・分析した。その結果を共分散構造分析するこ

とにより、調査した介護従事者全体および男・女別の

職務満足要因と継続就業意思の構造モデルを明らか

にする。 

２．調査および分析方法 

２.１ 調査方法 

本研究では、先行研究(13）で職務満足要因を明らか

にし、継続就業意思への影響を計ることを目的とし

て実施された職務満足調査項目（評価尺度）を用いて、

介護職従事者に対して職務満足度を行った。表 1 よ

り、今回使用した職務満足度調査では継続就業意思

表 1 職務満足調査の構成

（出所）職務満足調査表(13）を参考して筆者が作成。 
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に関しては 3 項目に設定した。職務満足要因に関し

ては、MSQ 短縮版に記されている 20 要因および

Herzberg の二要因理論が示した 16 要因をもとにし、

共通する要因をまとめた 29 要因となっている。その

うち 9 要因(Q5、Q7、Q8、Q17、Q19〜Q21、Q25、
Q32) は Herzberg 由来となっており、13 要因(Q6、
Q9~ Q14、Q16、Q18、Q23、Q27、Q28、Q31)は MSQ 
短縮版由来 7 要因(Q4、Q15、Q22、Q24、Q26、Q29、
Q30) は Herzberg および MSQ 短縮版が示した要因

の両方に共通する要因である。 

表 1 に示す職務満足調査項目の計 32 問に、性別お

よび職種等の被験者の属性の質問を加えて、質問毎

に設定された③〜⑤択の選択肢から 1 つを選び、マ

ークシートに回答するものとした。 

２.２ 調査対象 

本研究では、北海道の 2 つの特別養護老人ホーム

に勤務するスタッフのうち直接介護に携わる介護職

従事者を対象として、施設Aが61名、施設Bが116

名の計 177 名からデータを収集した。職務満足度調

査の有効回答者数は男性 31 名（35％）、女性 57 名

（65％）の合計88名である。 

２.３ 倫理的配慮 

本アンケート調査は施設長宛に調査の目的、調査

方法を説明し、同意を得た上で実施した。調査票は対

象者が特定できないように無記名とし、介護職員宛

の調査依頼文には、調査の目的、回答方法、注意事項

などを記載して同意を得た上でアンケートに回答・

提出するようにした。本調査を実施するにあたり、北

見工業大学の「人を対象とする研究」に関する倫理審

査委員会の承認を得た。 

２.４ 分析方法 

本研究では、職務満足要因の観測変数が多数であ

るため、主成分分析を用いて観測変数を基に合成変

数に縮約する。さらに、共分散構造分析により、介護

職従事者全体と性別毎の職務満足要因から職務満足

への影響、職務満足から継続意思（Q1.会社への継続

就業意思、Q2.仕事への継続就業意思、Q3.仕事への意

欲）への影響の関係構造を明らかにする。共分散構造

分析とは、構造方程式モデリングと呼ばれる統計解

析技法である。共分散構造分析の特徴は、因果関係の

構造モデルを自由に作成し、検証することができる

ことである。作成した因果関係の構造モデルをパス

図と呼ぶ。検証を行うとパス係数を得ることができ、

このパス係数は変数間の因果関係の強さを示す値で、

正負関係なく値が大きいほど因果関係が強いことを

示す。 

３．分析結果および考察 

３.１主成分分析結果 

本研究では、バリマックス回転を用いて主成分分

析を行った。職務満足度調査の項目Q4 から項目Q32
までの 29 項目を主成分分析にかけ、調査データが持

つ情報を低次元空間に縮約した。その結果、因子負荷

量 0.4 以上の 7 つの主成分を抽出し、累積寄与率は 
61.7%であった。各主成分の主成分名を表 2 に示す。

第 1 主成分は、Q14、Q15、Q16、Q21 を含んでおり、

「会社内の役職に対する満足感」を示すと解釈され

る。第 2 主成分は、Q18、Q17、Q12、Q19 を含んで

おり、「職場環境・労働時間に対する満足感」を示す

と解釈される。第 3 主成分は、Q25、Q26、Q24、Q7 
を含んでおり、「職場内の対人関係」を示すと解釈さ

れる。第 4 主成分は、Q10、Q23、Q13、Q8 を含んで

おり、「技能とその対価への満足感」を示すと解釈さ

れる。第 5 主成分は、Q11、Q9、Q20、Q32、Q22 を

含んでおり、「仕事に対する満足感」を示すと解釈さ

れる。第 6 主成分は、Q27、Q28、Q4、Q30 を含んで

おり、「ストレス」を示すと解釈される。第 7 主成分

は、Q29、Q31、Q5、Q6 を含んでおり、「仕事の難易

度と社員育成に対する満足感」を示すと解釈される。 

３.２ 共分散構造分析の結果 

本研究では、主成分分析の 7 つの主成分（第 1 主

成分：会社内の役職に対する満足感、第 2 主成分：

職場環境・労働時間に対する満足感、第 3 主成分：

職場内の対人関係、第 4 主成分：技能とその対価へ

の満足感、第 5 主成分：仕事に対する満足感、第 6
主成分：ストレス、第 7 主成分：仕事の難易度と社

員育成に対する満足感）の得点から職務満足への影

響を受け、職務満足から継続就業意思 (Q1.会社への

継続就業意思、Q2.仕事への継続就業意思、Q3.仕事

への意欲)への影響の構造モデルを検証するため、全

体と性別毎のデータを用いて共分散構造分析を行っ

た。 
３.２.１ 従事者全体の職務満足の傾向 

ここでは、職務満足調査の有効回答者全 88 名のデ

ータを用いて共分散構造分析を行った。分析結果を

図 1 に示す。関係構造モデルの適合指標 GFI 値は

0.839 であり、構造モデルの適合度は良好であると判

断される。 
職務満足には、職満足要因の「第 5 主成分：仕事に

対する満足感」、「第 2 主成分：職場環境・労働時間に

対する満足感」、「第 4 主成分：技能とその対価への

満足感」、「第 3 主成分：職場内の対人関係」の順で影

響があることが示された。職務満足から継続就業意

思の「Q1.会社への継続就業意思」、「Q2.仕事への継続

就業意思」への影響は同程度であることが示された。 
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さらに、職務満足から継続就業意思の「Q3.仕事への

意欲」への影響は最も大きいことが示された。 
３.２.２ 女性従事者の職務満足の傾向 
職務満足度調査の女性従事者（有効回答者 57 名）

のデータを用いて共分散構造分析を行った。分析結

果を図 2 に示す。関係構造モデルの適合指標 GFI 値

は 0.800 であり、構造モデルの適合度は良好であると

判断される。 
女性従事者では、職務満足には職満足要因の「第 5

主成分：仕事に対する満足感」、「第 4 主成分：技能と

その対価への満足感」、「第 2 主成分：職場環境・労働

時間に対する満足感」、「第 3 主成分：職場内の対人

表 2 職務満足要因の主成分解釈

（出所）主成分分析結果に基づいて筆者が作成。 
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関係」の順で影響があることが示された。職務満足か

ら継続就業意思への影響はほぼ同じ結果で継続就業

意思の「Q3.仕事への意欲」への影響は最も大きいこ

とが示された。 
３.２.３ 男性従事者の職務間満足の傾向 

職務満足度調査の男性従事者(有効回答者 31 名)の 

データを用いて共分散構造分析を行った。分析結果

を図 3 に示す。関係構造モデルの適合指標 GFI 値は

0.775 であり、構造モデルの適合度はやや良好である

と判断される。 
職務満足には、職満足要因の「第 5 主成分：仕事に

対する満足感」、「第 2 主成分：職場環境・労働時間に

図１ 従事者全体の職務満足構造モデル

図 2 女性従事者の職務満足構造モデル 

（出所）共分散構造分析結果に基づいて筆者が作成。 

会社内の役職に対する満足感

職場環境・労働時間に対する満足感

技能とその対価への満足感

職場内の対人関係

仕事に対する満足感

仕事の難易度と社員育成に対する満足感

ストレス

Q1会社への継続就業意思

Q2仕事への継続就業意思

Q3仕事への意欲

職
務
満
足

0.43

0.46

0.78

0.17

0.44

0.31

0.36

0.74

0.08

0.05

会社内の役職に対する満足感

職場環境・労働時間に対する満足感

技能とその対価への満足感

職場内の対人関係

仕事に対する満足感

仕事の難易度と社員育成に対する満足感

ストレス

Q1会社への継続就業意思

Q2仕事への継続就業意思

Q3仕事への意欲

職
務
満
足

0.45

0.55

0.67

0.07

0.62

0.16

0.07

0.76

0.10

−0.05

図 3 男性従事者の職務満足構造モデル 

（出所）共分散構造分析結果に基づいて筆者が作成。 

（出所）共分散構造分析結果に基づいて筆者が作成。 
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対する満足感」から高い順に影響があることが示さ

れた。職務満足から継続就業意思への影響は継続就

業意思の「Q3.仕事への意欲」、「Q2.仕事への継続就業

意思」、「Q1.会社への継続就業意思」の順に影響があ

ることが示された。 

４. おわりに

本研究では、職務満足調査項目を用いて北海道内

の介護施設の職従事者に対して職務満足度を調査・

分析した。主成分分析により、職務満足要因として 7
つの主成分を得ることができた。 
共分散構造分析により、調査した介護従事者全体

と女性従事者の構造モデルが類似していることがわ

かった。「仕事に対する満足感」、「職場環境・労働時

間に対する満足感」、「技能とその対価への満足感」、

「職場内の対人関係」から「職務満足」に大きく関連

していることが分かった。男性従事者は「仕事に対す

る満足感」、「職場環境・労働時間に対する満足感」か

ら「職務満足」に大きく関連していることも分かった。

職務満足から継続意思に強く影響していることが分

かった。介護従事者の職務満足度が向上することに

より継続就業意思の向上につながると考えられる。 
今後の課題として、調査施設と調査地域を拡大し

て、各地域の特徴や各施設の勤務内容などについて

継続的に調査を行い、経年変化を考察することが必

要である。 
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